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所所長に、様々な観点から今後の科学技術・学術イノベーション及びこれを担う人材の在り方・展望について、次世
代へのメッセージを含めて伺った。

ナイスステップな研究者から見た変化の新潮流
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研究の背景、海外における研究・教育、及び今後の展望について伺った。
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上）からの個人認証を提案した。発想のきっかけ、応用可能性、米国での研究生活等を紹介する。
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会課題の抽出が行われている。本稿では、報告書“Social Changes 2030”に記載の内容に基づき、その抽出手法と
結果を紹介する。
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  科学技術予測センター 上席研究官 林 和弘
　日本のオープンサイエンスの実態と課題を明らかにするため、2016年に科学技術専門家ネットワークを活用した
調査を実施した。回答者 1,398 名のうち 51.0%がデータの、70.9%が論文の公開経験を有していたが、公開のため
の資源の不足や公開に係る種々の懸念や阻害要因も明らかになった。
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　新しい価値を創造する企業が生まれやすい環境について、2つの都市の事例分析を行い、地域エコシステムの形成と
醸成に際して重要な要因について、行政施策、地域コミュニティの形成、域外からの誘引効果の点から分析を行った。
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　エビデンス・ベースの政策立案（EBPM）を推進するためには多様なデータの活用が重要である。本稿では、プレ
スリリースや意匠・商標等、様々な文献データを活用して企業のイノベーション活動の多様なアウトプットを把握す
る政策的意義について論じる。
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　第5期科学技術基本計画では、未来の社会像として「超スマート社会」が示されている。本レポートでは、日本の
企業部門における産業分類別の研究者の状況を概観し、「超スマート社会」の実現に向けて今後生じうる変化及び示
唆を提示する。

　日本はイノベーティブな国か ?：
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　科学技術・イノベーションに関する統計指標集『European Innovation Scoreboard』から、日本のイノベーショ
ン・パフォーマンスの主要各国間での相対的な位置づけを紹介するとともに、指標群から示唆されるイノベーショ
ン・システムの強みと弱みについて言及する。
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